
         滑川市地域ぐるみ除排雪活動費補助金交付要綱 

 

(趣旨 )  

第１条 この要綱は、滑川市補助金等交付規則 ( 昭和38年滑川市規則第10号。以下「

規則」という。 ) 第21条の規定に基づき、滑川市地域ぐるみ除排雪活動費補助金の

交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

 ( 補助金の交付 )  

第２条 市長は、降雪期において住民が自主的に共同して行う生活道路及び歩道に係

る除排雪活動 ( 以下「地域ぐるみ除排雪活動」という。 ) を促進するため、町内会

等で組織する地域ぐるみ除排雪組織 (以下「除排雪組合」という。 ) の行う地域ぐ

るみ除排雪活動等の経費に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものと

する。 

 ( 除排雪組合の設立等に関する基準 )  

第３条 除排雪組合は、１町内会組織以上をもって設立するものとする。ただし、こ

れにより難い場合は、関係する町内会の同意を得て、おおむね30世帯を基準に設立

することができる。 

２ 地域ぐるみ除排雪活動計画の策定においては、除排雪組合を構成するすべての世

帯が参画するようなものとして定めなければならない。 

 ( 小型除雪機械等の整備に関する基準 )  

第４条 小型除雪機械等の導入機種及びそれに係る地域ぐるみ除排雪活動計画におい

ての道路延長は、次の表のとおりとする。ただし、機種につき市長が特に必要があ

ると認めたときは、これ以外のものによることができるものとする。 

 

               導 入 機 種  除排雪活動計画の道路延長 

小型ホイルローダー 

(普通免許で運転できる範囲のもの )  

１機当たり 

おおむね 500 ｍ以上 

ロータリー除雪機 

(ハンドガイド式で除雪幅0.50ｍ以上のもの )  

１機当たり 

おおむね 200 ｍ以上 

除雪装置 

(トラクターのロータリー式アタッチメントで除雪

幅1.50ｍ以上のもの )  

１機当たり 

おおむね 500 ｍ以上 



 ( 交付の対象経費及び補助金額 )  

第５条 補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助金の額は、次の表のとおりと

する。 

 

          補 助 対 象 経 費 

  補助 金 の額 

     経 費            細 目 

地域ぐるみ除排雪活動

を行うために必要な設

備の整備に要する経費

及び５年以上経過した

設備の更新に要する経

費 

１ 小型除雪機械整備費（小型ホイ 

ルローダーを除く。）  

２ 除雪装置 ( アタッチメント等 )  

整備費 

当該経費に 3/4 を乗

じて得た額又は

2,000 千円のいずれ

か低い額 

小型除雪機械整備費

（小型ホイルローダ

ーに限る。）  

新   車     

（新規登録車

に限る。）  

当該経費に 3/4 を乗

じて得た額又は

3,000 千円のいずれ

か低い額 

上記以外のも

の 

当該経費に 3/4 を乗

じて得た額又は

1,000 千円のいずれ

か低い額 

 

 ( 交付申請書の様式等 )  

第６条 規則第３条に規定する補助金交付申請書及びこれに添付すべき書類の様式等

は、次の表のとおりとする。 

 

     書 類  様 式  部数      提 出 期 限 

交付申請書、事業計画書及

び収支予算書 
様式第１号  １部 毎年度市長の定める日まで 

 

 ( 交付条件 )  

第７条 規則第５条の規定により補助金の交付に付する条件は、次の各号に掲げると

おりとする。 



(1) 補助事業の内容を変更しようとする場合においては、あらかじめ市長の承認を

受けること。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合においては、あらかじめ市長の

承認を受けること。 

(3) その他補助事業の遂行につき必要と認められる事項。 

２ 小型除雪機械の更新については、交付要綱に基づき改めて審査するものとする。 

 

 

(実績報告 )  

第８条 規則第12条に規定する実績報告書は、補助事業の完了した日若しくは廃止の

承認を受けた日から起算して30日以内又は補助金の交付を受けた日の属する年度の

末日のいずれか早い日に１部を市長に提出しなければならない。 

 ( 活動状況等の報告 )  

第９条 補助事業者は、活動状況等の日報記録等を作成するものとし、補助事業の終

了後５年間及び市長の指示がある場合はその都度に補助事業に係る除排雪組合の活

動状況等について報告しなければならない。 

 

   附 則 

 この告示は、公表の日から施行し、昭和61年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この告示は、公表の日から施行し、昭和62年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この告示は、公表の日から施行し、平成２年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この告示は、平成11年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この告示は、平成22年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この告示は、平成31年４月１日から施行する。 


